
1 序 論

本稿の目的は、階層地位と一般的信頼の関係を
計量分析から明らかにすることである。日本での
一般的信頼に関する代表的な実証研究としては、
コミットメント関係の呪縛から人々を解き放ち、
その関係の外部にある機会を利用できるようにし
てくれるものとして、一般的信頼の重要性を強調
した山岸（1998, 1999）があげられる。日本では
この山岸の研究以来、一般的信頼に関する研究が
さらに活発に行われるようになった。その中で階
層地位と一般的信頼の関係についての研究も進め
られ、階層地位の高さと一般的信頼の間にはおお
むね正の関係が存在するといった知見が複数の研
究から得られてきた。学歴については、山岸
（1999）も偏差値が高い大学ほど一般的信頼の平
均が高いことを指摘している。国民性調査の分析
を行なった三宅（1998）でも、学歴が一般的信頼
を高める効果をもつことが確認された。また、職
業的な階層地位についてはブルーカラーが負の効
果をもち、経済的な階層地位については世帯収入
が正の効果をもつといった知見が複数の研究から
得られている（岩渕 2008；稲垣 2009；小林 2009

など）。
一方で、他人や過去のある時点に基づいて本人
の所得を相対化したものである相対所得から一般
的信頼を説明した研究も存在する（小塩・浦川
2012；上村・駒村 2014）。この相対所得は、経済
的な階層地位を相対的に捉えたもの一つといえる

が、階層地位の他の側面、すなわち本人の学歴と
職業的な地位を相対化したものを用いて一般的信
頼を説明する研究はまだ見当たらない。そこで本
稿では、学歴地位、職業地位、経済地位といった
絶対的な階層地位だけではなく、その階層地位を
相対化したものを用いて階層地位と一般的信頼の
関係を多元的に検討していく。

2 階層地位の相対化

2.1 相対所得
先述したように、本稿で注目する相対的な階層
地位のうち、相対的な経済地位に関する理論とし
て相対所得仮説といったものがある。相対所得仮
説は、消費は絶対的所得のみにより決定されると
するケインズの消費関数に対する批判理論として
Duesenberry（1949）が唱えた仮説である。この
仮説では、消費は絶対的な所得だけではなく、本
人の所得に対する主観的な評価にも影響されると
する。たとえば、同じ年収を得ている A 氏と B

氏が、同じモデルの車を欲しがっているとしよ
う。A 氏は自分はその車を買うのに十分な収入
を得ている感じている（＝相対所得が高い）のに
対し、B 氏は自分の年収ではその車はあまりにも
高いと感じている（＝相対所得が低い）。この場
合、おそらく A 氏はあまり悩まず車を購入する
だろう。しかし、自分の年収は低いほうだと感じ
ている B 氏は、その車の購入をあきらめ、より
安い車を探したり貯蓄に回したりする可能性が高
い。このように絶対的な所得は同じでも、相対所
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得の違いによって当人の消費行動が変わってくる
とするのが相対所得仮説である。
相対所得は、幸福感や生活満足度といった主観
的厚生に影響することが知られている。国や周り
の世帯、同じ社会経済的地位をもつ準拠集団と自
分の所得を比べることから生じる相対所得が主観
的厚生に影響を与えるといった知見が複数の研究
から得られている（McBride 2001 ; Clark et al.

2008 ; Ferrer-i-Carbonell 2005など）。日本でも、
相対所得が主観的厚生に影響を与えることが確認
されている（筒井 2009 ; Oshio et al. 2011な
ど）。
本稿で影響の検討を行う一般的信頼と相対所得
の関係については、先述した小塩・浦川（2012）
と上村・駒村（2014）が代表的な研究としてあげ
られる。小塩・浦川（2012）は、インターネット
調査によるデータから、主観的厚生の重要な構成
要素である幸福度、主観的健康観と相対所得の関
係を分析するとともに、主観的厚生と高い相関を
もつ一般的信頼との関係の分析も行なった。分析
から、男性は相対的な世帯収入と個人収入の両方
とも一般的信頼への正の効果をもつが、女性は相
対的な世帯収入のみ正の効果をもつといった知見
が得られた。上村・駒村（2014）は、JGSS のデ
ータを用いて、15歳のときと現在の間に存在す
る主観的な世帯収入の差を相対所得とし、一般的
信頼との関係を分析した。分析の結果、主観的な
世帯収入の変化が一般的信頼に影響を与えてい
た。また、男女別の分析から、男性は相対所得の
上昇が一般的信頼に影響を与えやすく、女性は相
対所得の低下に影響されやすいといった知見が得
られた。
相対所得は、その相対化の方法の違いから分類
することができる。Duesenberry（1949）による
と、相対所得には空間に依存するものと時間に依
存するものがある1）。多少高価な商品でも周りの

友人が皆それを持っていれば、無理をしてでも購
入する人は少なくない。それは友人集団という
「空間」が相対化の対象となっているからである。
また、去年より今年の収入が減少したとしても、
人には以前の生活水準を保とうとする傾向がある
ため、消費があまり減少しないことが多い。こう
した消費は、「時間」に依存する相対所得による
ものといえよう。同じ性別・年齢代の集団と同級
生集団に準拠して相対化を行った小塩・浦川
（2012）は、空間に依存する相対所得を用いた研
究であり、親世代の所得に準拠して相対化を行な
った上村・駒村（2014）は、時間に依存する相対
所得を用いた研究といえる2）。
また、客観的な指標による相対所得と主観的な
意識としての相対所得に分けることもできる。前
者は、本人の所得と比較対象となる準拠集団の平
均所得から、研究者が設定した計算式を用いて相
対所得の指標を求めることが多い。実際の求め方
としては、本人の所得と準拠集団の平均所得の単
純な差を用いる場合や、両者の所得比の自然対数
を求める場合、準拠集団内における本人所得の順
位を求める場合などがある（前田・仲・石田
2013）。小塩・浦川（2012）は、本人の所得と本
人と同じ性別・年齢代の準拠集団の平均所得の比
の対数を用いている。15歳のときの家の主観的
な世帯収入の多さと現在の主観的な世帯収入の多
さを用いた上村・駒村（2014）は、後者の主観的
意識としての相対所得を用いた研究の一つであ
る3）。

2.2 相対的な階層地位の類型
相対所得のこうした分類方法は、階層地位全般
に広げて適用することもできる。すなわち相対的
な階層地位は、空間に依存する相対的な階層地位
と時間に依存する相対的な階層地位、また、客観
的な指標による相対的な階層地位と主観的な意識
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としての階層地位に分類できるのである。なお、
以下では煩雑さを避けるために、現在（調査時
点）における空間に依存する相対的な階層地位を
「相対階層地位」とよぶことにする。時間に依存
する相対的な階層地位は、過去と現在の階層地位
の差に基づいている点で階層地位の移動ともいえ
ることから、「相対階層地位移動」と言い換える
ことにする。また、この両者を含む相対的な階層
地位全般を指すときには「相対的な階層地位」と
いった表現を使うことにしよう。
表 1は、上記の 2つの分け方を合わせた場合

に、具体的にどのような指標を用いることができ
るかを示したものである。まず、客観的指標によ
る相対階層地位の、相対化の基準と指標から見て
みよう。相対階層地位の相対化の基準となるの
は、本人と類似した属性をもつ集団である。具体
的な指標としては、学歴地位と職業地位、経済地
位をそれぞれ相対化した「相対学歴地位」、「相対
職業地位」、「相対経済地位」を用いることができ
る。次に、相対階層地位移動の相対化の基準とな
るのは、過去のある時点の階層地位である。用い
ることができる指標としては、「相対学歴地位移
動」「相対職業地位移動」「相対経済地位移動」が
ある。
なお、相対階層地位移動の指標を作成する際に
は、過去と現在の絶対的な階層地位ではなく、そ
れぞれの時点における相対階層地位を用いて階層
地位の移動を求めるのが適切である。たとえば、
1975年に 500万円の年収を得ていた人が、その

30年後となる 2005年の年収が 500万円だったと
しよう。この場合、絶対値から移動を求めると年
収の変化はまったくなかったことになる。しか
し、1975年のときの 500万円の価値は、2005年
のそれよりもかなり高い。このことを考慮する
と、この人の年収は相対的に見て大きく低下した
といえる。相対階層地位移動は、過去と現在の両
時点における相対階層地位から求める必要がある
のである。
主観的な意識としての階層地位については、表
では現在における相対階層地位に対応するものと
して「主観的階層地位」を、相対階層地位移動に
対応するものとして「主観的階層地位移動」を取
り上げている。ただし、人が現在の自分の階層地
位を評価するとき、その基準となる比較対象は、
現在における準拠集団だけに限らず、過去の自分
や当時の準拠集団も比較対象になり得る。要する
に、「主観的階層地位」は、現在における「相対
階層地位」だけではなく、「相対階層地位移動」
やそれにより形成されると考えられる意識である
「主観的階層地位移動」にも影響を受ける可能性
があるのである。

3 分析枠組みとデータ

3.1 分析枠組み
階層地位と一般的信頼の関係の構造は図 1のよ
うに想定できるだろう。人は客観的な階層地位に
基づいて自分の階層地位の位置づけを行う。この
際に用いられる指標は、絶対階層地位だけではな

表 1 相対的な階層地位の類型と指標
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い。本人と類似した属性をもつ準拠集団との比較
による相対階層地位も自分の階層地位の位置づけ
に影響を与えるだろう。過去と現在の階層地位の
比較による相対階層地位移動については、それが
主観的階層地位移動に影響を与え、さらに主観的
階層地位の形成につながると予想できる。このよ
うに、相対階層地位と相対階層地位移動により形
成された主観的階層地位が一般的信頼に影響する
と考えられる。さらに、主観的な階層地位移動も
一般的信頼へ直接に影響を与える可能性が高い。
階層地位が上昇した経験から得られるある種の自
信や安心感といったものが一般的信頼を高めた
り、逆に階層地位が低下した経験から見知らぬ他
者に対してより警戒心を抱くようになると考えら
れるのである。

3.2 データ
以上の分析枠組みを検証するために、本稿では

2005年 SSM 調査と 2015年 SSM 調査のデータ
（2017年 2月 27日版）を用いて分析を行う。
2005年 SSM 調査は 14,140人の日本人男女を対
象にして調査が行われ、5,742の有効票が回収さ
れた。有効回収率は 44.1％である。2015年 SSM

調査は、15,600人の日本人男女を対象にして調査
が行われ、7,817の有効回収票を得た。有効回収
率は 50.1％である。また、両調査とも面接調査
と留置調査を併用して行われた。

2005年 SSM 調査では A 票と B 票の 2種類の

留置調査票が用いられたが、本稿では一般的信頼
についてたずねた項目がある A 票に回答したケ
ースのみを用いる。また、2005年 SSM 調査は
20歳から 70歳までを対象にしていたが、2015年
SSM 調査では 20歳から 80歳までと対象年齢が
より広い。本稿では年齢の幅を合わせるため、
2015年 SSM 調査のデータのうち、70歳までの
ケースを分析に用いることにする。さらに、本稿
の分析に用いる項目のなかで、1つでも回答しな
かったりわからないと回答したりしたケースも分
析から除外する。以上により、分析に用いられる
のは 2005年 SSM 調査が 995ケース、2015年
SSM 調査が 3,028ケースとなり、総ケース数は
4,023ケースになる。

4 従属変数・基礎変数と階層地位変数の
操作

4.1 従属変数と基礎変数
従属変数である一般的信頼については、2005

年 SSM 調査と 2015年 SSM 調査の両方とも「た
いていの人は信用できる」という質問文でたずね
られている。図 2は、本稿で用いるケースにおけ
る 2005年と 2015年の一般的信頼の分布のグラフ
である。図から 2005年と 2015年の一般的信頼の
分布がほとんど同じであることがわかる。また、
一般的信頼の回答である「そう思う」から「そう
思わない」に 5から 1の値を与えて平均を求める
と、2005 年が 3.031、2015 年が 3.084 になり、

図 1 分析枠組み
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2015年の平均が少し高いが、統計的に有意な差
ではなかった。日本社会全体における一般的信頼
の分布は、この 10年間でほとんど変わっていな
いといえよう。
多変量分析の際に基礎変数として用いるのは、
調査年、性別、年齢代、婚姻状況である。後述す
るように調査年と性別、年齢は、相対階層地位と
相対階層地位移動の変数を作成する際に相対化の
基準として用いられるため、これらを投入しなく
ても階層地位変数や階層地位移動変数の効果はあ
まり変わらないだろう。しかし、絶対階層地位の
変数は基礎変数でコントロールする必要があり、
各基礎変数が一般的信頼に与える効果についても
確認する必要があるため、分析に用いることにす
る。

4.2 絶対階層地位変数
先述したように、本稿では階層地位を学歴地
位、職業地位、経済地位の 3つの側面から捉え
る。まず、学歴地位は教育年数を用いる。職業地
位は 2016年版の職業威信スコア（暫定版）を用
いることにする。ただし、本人の職業威信スコア
を分析に用いると無職の多い既婚女性のケース数
がかなり減ってしまう。そこで、職業地位の指標
には個人単位のものではなく、世帯単位のものを

用いることにする。具体的には、未婚者は本人の
職業威信スコアをそのまま用い、既婚者は夫婦の
うち職業威信スコアが高いほうを用いる。経済地
位は、世帯収入と家で持っている所有財の数から
捉える。所有財に関しては、2005年調査と 2015

年調査の両方とも、同じ 20個の財を持っている
か否かをたずねているが、そのうち「田畑（家庭
菜園を除く）」は、農業という特定の職業との関
連が強いため、所有財数の計算には含めないこと
にする。

4.3 相対階層地位変数
次に、相対階層地位の指標を作成しよう。先述
したように、相対階層地位は本人と類似した属性
をもつ集団を基準に相対化を行うことになる。そ
の際の類似性の基準としては、居住地域（Ferrer-

i-Carbonell 2005 ; Luttmer 2005）や同級生集団
（小塩・浦川 2012）などが用いられることもある
が、本稿では、性別と年齢代を基準に準拠集団を
分けることにする。さらに、本稿では一時点のデ
ータではなく、SSM 調査の 2005年と 2015年の
データを統合したものを用いるため、調査年、す
なわち時代も準拠集団の作成の基準として用い
る。
表 2は、時代と性別、年齢代別に分けた各準拠

図 2 一般的信頼の分布
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集団のケース数と、それぞれの教育年数、職業威
信スコア、所有財数の平均ならびに三元配置分散
分析の結果を示したものである。表の分散分析に
よる主効果の F 値を見ると、学歴地位に対して
は時代、性別、年齢代のすべてにおいて主効果が
見られ、職業地位は年齢代、経済地位は時代と年
齢代の主効果が見られている。交互作用効果につ
いては、学歴は時代×年齢代と性別×年齢代の効
果が、職業地位と経済地位は時代×年齢代の効果
が見られている。以上の結果から、階層地位が時
代と性別、年齢代に影響を受けることがわかる。

相対学歴地位と相対職業地位は、表 2に示した
時代・性別・年齢代に基づいて作成した 20の準
拠集団内における本人の学歴地位と職業地位の順
位をそれぞれパーセンタイル順位に変換したもの
とする。相対経済地位としては相対世帯収入と相
対所有財数を用いる。相対世帯収入については、
相対学歴地位と相対職業地位と同じく、準拠集団
内の本人の世帯収入のパーセンタイル順位を求め
て作成する。ただし、相対所有財数についてはよ
り厳密な方法を用いて作成する必要がある。中澤
（2010）は、財の価値は各時代における普及度に

表 2 階層地位の時代別・性別・年齢代別の平均
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応じて変化すると指摘し、時代ごとに当該財を持
っていない人の比率をその財の所有スコアにし
て、その合計得点を分析に用いた。さらに、分析
結果は省くが、性別と年齢代別に各所有財の所有
率を求めると、その所有率が性別と年齢によって
異なるものが多い。そこで本稿では、時代・性別
・年齢代に基づいて分けた準拠集団別に各所有財
の非所有率（100－所有率（％））を求め、それを
当該財の所有得点とし、その合計得点の準拠集団
内のパーセンタイル順位を「相対所有財数」とす
る。

4.4 相対階層地位移動変数
次に、相対階層地位移動変数を作成していく。

相対階層地位移動変数の相対化の基準となる過去
のある時点を具体的にいつにするかについては、
三輪・山本（2012）のように本人の過去のある時
点を用いて世代内の階層地位の移動を用いること
も可能だが、本稿では上村・駒村（2014）と同様
に、本人が 15歳のときの親世代の階層地位を比
較対象とし、世代間の階層地位の移動から相対階
層地位移動変数を作成することにする。親世代の
学歴は父の教育年数を、親世代の職業地位は父の
職業威信スコアを用いる。経済地位移動について
は、絶対経済地位として用いた世帯収入と所有財
数に対応する形で、親世代の世帯収入と所有財数
から相対世帯収入移動と相対所有財数移動を作成

して両方を用いることが望ましい。しかし、15

歳のときの親世代の世帯収入は、それを正確に知
っている人がかなり少ないため、そもそも社会調
査でたずねたとしてもほとんどの人は「わからな
い」としか回答できないようなものである。当然
ながら親世代の世帯収入は SSM 調査にも含まれ
ていないため、相対世帯収入移動を求めることは
できない。ただし、15歳のときの家で持ってい
た所有財については、2005年調査と 2015年調査
の両方でたずねられている。相対経済地位移動
は、相対所有財数移動のみを分析に用いることに
しよう。
それでは、相対階層地位移動変数の作成に必要
な、親世代の相対階層地位変数を作成していこ
う。本人の相対階層地位変数は、時代・性別・年
齢代の 3つに基づいて分けた 20の準拠集団を用
いて作成したが、親世代の階層地位変数の相対化
の基準となる準拠集団は、本人が 15歳のときの
「時代」だけを用いて作成することにする。分析
結果は省くが、本人が 15歳のときの父の年齢は
40代が全体の 70％を超え、さらに 35歳から 44

歳までが全体の 93.2％を占めるため、父の年齢
で親世代の階層地位を相対化しなくても大きな問
題は生じないだろう。10年を 1つの時代にして、
本人が 15歳のときの時代を 1950年代から 2000

年代までの 6つの準拠集団に分ける。表 3は、そ
れぞれの時代別の親世代の階層地位変数の平均を

表 3 15歳時の親世代階層地位の時代別平均
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示したものである。分散分析による F 値ならび
にその有意水準を見ると、父教育年数と親世代所
有財数において時代による平均の差が見られるこ
とがわかる。
相対親世代学歴地位と相対親世代職業地位は、
この 6つの準拠集団内における親世代の学歴地位
と職業地位の順位をそれぞれパーセンタイル順位
に変換して求める。相対親世代所有財数も、本人
の相対所有財数の作成と同様に、まず各所有財の
準拠集団別の非所有率を当該財の所有得点にし
て、その合計点を用いる。ただし、2005年 SSM

調査だけにあった「田畑（家庭菜園は除く）」と
2015年 SSM 調査だけにあった「別荘」は合計す
る際に除くことにする。また、ラジオの所有得点
も除くことにする。ラジオの所有率は 1970年代
には 96.7％と最も高かったが、2000年代になる
と 78.9％まで減少している。本稿では、財の所
有率が低いほどその財の経済的価値が高いとして
いるが、この減少はラジオの経済的な価値が高ま
ったことを表すのではなく、単に社会全体におい
てラジオに対する需要が減ったために生じたもの
である。このことから考えるとラジオは経済地位
の指標としては適切ではないため、変数作成の際
に除くことにした。
さて、本人の相対階層地位変数から親世代の相
対階層地位変数を引き、「相対学歴地位移動」、
「相対職業地位移動」、相対経済地位移動の「相対

所有財数移動」を作成する。各階層地位移動変数
の値がプラスならその階層地位が相対的に上昇し
たことを意味し、マイナスなら相対的に低下した
ことを意味する。

4.5 主観的階層地位変数と主観的階層地位移動
変数

主観的階層地位の指標には、5件法でたずねら
れた階層帰属意識の項目を用いる。主観的階層地
位移動については、階層地位の上昇・低下につい
て直接にたずねた項目がないため、本稿では本人
の主観的階層地位指標である 5件法の階層帰属意
識から親世代に対する主観的な階層地位を引いた
ものを「主観的階層地位移動」とする。親世代に
対する主観的階層地位は、15歳のときの家の暮
らし向きについてたずねた項目を用いる。本来な
ら、本人の主観的階層地位の指標となる項目と、
主観的階層地位移動の作成に用いられる親世代に
対する主観的な階層地位の指標を同じものにする
のが望ましい。しかし、2005年 SSM 調査と
2015年 SSM 調査のいずれにおいても現在の階層
帰属意識しかたずねられていない。また、家の暮
らし向きに関する項目は、15歳のときの暮らし
向きは両調査でたずねられていたが、現在の暮ら
し向きは 2005年 SSM 調査でしかたずねられて
いない。そこで、本稿では本人の主観的階層地位
の指標には 5件法の階層帰属意識を、親世代に対

表 4 主観的階層地位（階層帰属意識（5件法））と 15歳時の家の暮らし向きの分布（％）
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する主観的階層地位の指標には 15歳のときの家
の暮らし向きを用い、その差を主観的階層地位移
動とする。本人と親世代の主観的階層地位の分布
は表 4のとおりである。
次節では、相対的な階層地位と一般的信頼の関
係を確認するために、以上で作成した絶対階層地
位、相対階層地位、相対階層地位移動、主観的階
層地位、主観的階層地位移動を独立変数にし、一
般的信頼を従属変数にした重回帰分析を行う。重
回帰分析の際には、相対階層地位変数はパーセン
タイル順位 50を基準にして「上」、「下」に、相
対階層地位移動変数は 0を基準に「上昇」、「低
下」にまとめ、ダミー変数としてモデルに投入す
ることにする。また、主観的階層地位移動は値が
0のケースが 70％を占めるため、0より大きい場
合を「上昇」に、0以下の場合を「維持・低下」

にしてダミー変数を作成して投入する。相対階層
地位と相対階層地位移動の効果を確認するために
は、統制変数として絶対階層地位変数を同時にモ
デルに投入する必要がある。しかし、相対階層地
位と相対階層地位移動の変数の計算に絶対階層地
位が用いられているため、そのままモデルに投入
すると多重共線性の問題が起こる可能性が高い。
値を 2カテゴリーにまとめ、そのダミー変数を投
入するのは、この問題を避けるためである。主観
的階層地位移動も同じ理由で、ダミー変数に変換
してモデルに投入しなければならない。

5 階層地位と一般的信頼の関係の分析

ここからは、一般的信頼を従属変数にした重回
帰分析を行い、絶対階層地位、相対階層地位、相
対階層地位移動、主観的階層地位、主観的階層地

表 5 相対的な階層地位による一般的信頼の説明モデル（重回帰分析）
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位移動が一般的信頼に与える影響を確認してい
く。
表 5のモデル 1は、絶対階層地位の効果を確認
するために基礎変数と絶対階層地位変数を投入し
た重回帰分析のモデルである。基礎変数として投
入した時代（調査年）、性別、年齢代、婚姻状況
においては、20・30歳代ダミーの負の効果と、
既婚ダミーの 10％水準で有意な正の効果が見ら
れた。絶対階層地位として投入した絶対学歴地
位、絶対職業地位、絶対世帯収入と絶対所有財数
はいずれも正の効果が見られた（絶対世帯収入は
10％水準で有意）。モデル 1に主観的階層地位を
加えたモデル 2では、主観的階層地位の正の効果
が示されている。また、絶対階層地位変数の効果
がモデル 1に比べて減少した。なかでも世帯収入
の効果の減少が顕著であり、統計的に有意ではな
くなった。
モデル 3は相対階層地位の効果を確認するため
のものであり、モデル 1に相対階層地位変数を加
えたものである。モデルに投入した相対階層地位
のダミー変数のうち、有意な効果が見られたのは
相対世帯収入だけであり、正の効果が示されてい
る。また、モデル 1に比べて絶対世帯収入の効果
が減少し、統計的に有意ではなくなった。モデル
3に主観的階層地位を投入したモデル 4では、主
観的階層地位がモデル 2と同程度の正の効果を示
している。また、相対世帯収入の効果がモデル 3

から若干減少し、10％水準で有意な効果になっ
た。
モデル 5は相対階層地位移動の効果を確認する
ためのものであり、モデル 1に相対階層地位移動
のダミー変数を加えたものである。相対階層地位
移動変数のうち、有意な効果をもつは相対所有財
数移動であり、正の効果が見られた。モデル 6と
モデル 7は、主観的階層地位移動と主観的階層地
位の媒介効果を確認するためのものである。モデ

ル 6では、主観的階層地位移動の上昇ダミーの正
の効果が見られたが、主観的階層地位を投入した
モデル 7ではその効果が減少し、有意ではなくな
った。この結果から主観的階層地位移動が主観的
階層地位を媒介して一般的信頼を高めることがわ
かる。しかし、相対階層地位移動が主観的階層地
位移動と主観的階層地位を媒介して一般的信頼に
影響を与えるといった関係性は確認できなかっ
た。相対階層地位移動変数のうち、モデル 5で有
意な効果を示していた相対所有財数移動はモデル
7でも同程度の効果を示しており、主観的意識と
しての階層地位を媒介せず、一般的信頼に影響を
与えるようである。
最後のモデル 8は、階層地位の変数をすべて投
入したモデルである。モデルから、階層地位変数
のうち絶対学歴地位と相対世帯収入、相対所有財
移動、主観的階層地位が一般的信頼を直接に高め
る効果をもつことがわかる。

6 考察とまとめ

本稿では、学歴地位、職業地位、経済地位とい
った階層地位の相対化を行い、絶対的な階層地位
と相対的な階層地位が一般的信頼に与える影響を
検討した。相対的な階層地位としては、本人と類
似した属性をもつ準拠集団に基づいて相対化を行
なった相対階層地位、親世代の階層地位に基づい
て相対化を行なった相対階層地位移動、また、主
観的階層地位移動、主観的階層地位の変数を用い
た。
絶対的な階層地位は、相対的な階層地位を考慮
しない場合は、絶対学歴地位、絶対職業地位、絶
対経済地位のすべてにおいて一般的信頼を高める
効果が示されていた。しかし、相対的な階層地位
の変数を投入すると、絶対職業地位と絶対経済地
位の効果は見られなくなり、絶対学歴地位だけが
一般的信頼を高める効果をもっていた。山岸
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（1999）は、教育水準が高い人ほど一般的信頼が
高い傾向にある理由について、教育水準が高い人
ほど社会的知性が高いためだと解釈している。社
会的知性とは「まわりの人々が信頼に値する人か
どうかをより敏感に、そしてより正確に見抜」
（山岸 1999 : 115）くことができる能力を意味し
ており、大学で教育を受けることで、さらにいえ
ば偏差値の高い大学に通うことで、より高い社会
的知性を身につけることできるため、一般的信頼
も高くなるという。本稿の分析においても、相対
的な階層地位を考慮した場合でも絶対学歴地位の
効果はあまり減少しなかったが、それは学歴の効
果がその地位の高さに関わるものというより、教
育そのものによる効果であることを示唆してい
る。
相対的な階層地位においては、経済地位を相対
化した指標のみ有意な効果が見られた。現在にお
ける相対階層地位では相対世帯収入が一般的信頼
を高める効果が見られ、小塩・浦川（2012）と同
じ知見が得られた。相対階層地位移動において
は、相対所有財数移動が一般的信頼を高める効果
が示された。また、両方とも主観的階層地位移動
と現在の主観的階層地位を考慮しても一般的信頼
を高める効果をもっていた。本稿では、客観的な
指標である相対階層地位と相対階層地位移動が、
主観的な意識である主観的階層地位移動や主観的
階層地位を媒介して一般的信頼を高めるといった
プロセスを想定して分析を行なったが、相対的な
経済地位および経済地位移動はこのプロセスでは
なく、別のプロセスを経て一般的信頼を高めるよ
うである。その別のプロセスがどのようなもので
あるかについては、今後の課題としたい。
また、主観的階層地位移動と主観的階層地位
は、それらを投入したモデルでは調整済み R2の

上昇が見られ、主観的な意識として階層地位が一
般的信頼の説明に有効であることが示された。し
かし、客観的な階層地位の指標から求めた相対階
層地位と相対階層地位移動の変数については、そ
れらをモデルに加えても調整済み R2がほとんど
変わらなかった。客観的な階層地位の相対化の方
法について今後さらなる検討が必要と思われる。

〔注〕
１）空間に依存する相対所得の効果はデモンストレー
ション効果、時間に依存する相対所得効果はラチ
ュット効果といわれている（Duesenberry 1949）。

２）一般的信頼を従属変数にしてはいないが、Senik
（2009）も時間に依存する相対所得を用いた分析を
行なった。彼女の研究では、過去の同級生や会社
の同僚、親と比べたときの現在の生活に対する主
観的な評価が、生活満足度に強く影響するといっ
た知見が得られた。

３）相対化に用いられる比較対象の選定方法による分
類も可能である。すなわち、比較対象を研究者が
ルールを決めて定義するアプローチと、調査対象
者に比較対象を直接たずねるアプローチである
（前田・中・石田 2013）。社会調査の二次分析を行
う研究では、所得の比較対象を直接たずねた調査
が少ないため、前者のアプローチをとることが多
い（飯田 2009）。

〔付記〕
本稿は、金政芸，2018，「階層移動と一般的信頼」石

田淳編『2015年 SSM 調査報告書 8 意識 I』2015年
SSM 調査研究会：187-204に修正を加えまとめたもの
である。本研究は JSPS 科研費特別推進研究事業（課題
番号 25000001）に伴う成果の一つであり、本データ使
用にあたっては 2015年 SSM 調査データ管理委員会の
許可を得た。なお、本研究では「2016年版職業威信ス
コア（暫定版）」を利用した。同スコアの利用にあた
り、雇用多様化社会における社会的地位の測定研究プ
ロジェクトに感謝の意を表する。また、同スコア使用
にあたっては雇用多様化社会における社会的地位の測
定研究プロジェクトの許可を得た。
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